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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、知識集約型企業のグローバル化の現状と課題について、戦略と国際
人的資源管理の整合性の観点から考察を行うことにある。考察の結果、研究成果は大きく次の2点に集約でき
る。第1に、知識集約型企業のグローバル戦略とは、ローカル市場での競争優位性を担保しつつも、グローバル
な規模でそれらの競争優位性を活用できるビジネスモデルを構築することである。第2に、ローカルかつグロー
バルな競争優位性を持つビジネスモデルを実行するためには、競争優位の源泉たる「知識」の移転・共有を支え
るための「仕組み」が必要であり、その仕組みとして国際人的資源管理が非常に重要な役割を果たしていること
である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to study the current situation and issues in
 globalization of Knowledge Intensive Firms in the context of consistency between strategy and 
Global Human Resource Management. We have two conclusions. First, the global strategy of Knowledge 
Intensive Firms is to build business models with global competitiveness, ensuring local 
competitiveness. Second, the execution of business models with local and global competitiveness need
 of mechanisms which support "knowledge (as a source of competitiveness)" transfer, sharing and 
creation, and that those of mechanisms consist of Global Human Resource Management.

研究分野：国際経営論、産業クラスタ―論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義は、知識集約型企業のグローバル戦略、ビジネスモデル、国際人的資源管理に関する考察を進めたこ
とにある。とりわけ、グローバル戦略、ビジネスモデルを支える上で国際人的資源管理が重要な役割を果たして
いることを例示することができた点である。社会的意義は、知識集約型企業、特に、クライアントへの個別対応
を伴うプロフェッショナル・サービスを提供する企業についての理解が進んだことにあり、実務へと還元でき
る。また、発見事実として、近年、急速に進みつつあるデジタル化の影響によりビジネスモデル、グローバル戦
略のあり方も大きな影響を受けていることが示唆された。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
従来、知識集約型企業は、サービス業の特殊なカテゴリーとして周辺的な取り扱いを受けて
きた。しかし、近年、知識集約型企業における関心は非常に高まってきており、価値創造の主
たる担い手、次代を支えるビジネスとしてその産業振興を積極的に支援しようとする動きが出
てきている（例：英国における創造産業振興の取り組み）。加えて、知識集約型企業は、グロー
バル企業としても頭角を現してきている。これまで、プロフェッショナル・サービスは、ドメ
スティックな産業として捉えられてきた。それは、サービス提供者個人の能力に依存する割合
が大きく、その提供形態がクライアントごとのカスタマイズを必要とするなど、非常にローカ
ル性が高いからである。そのため、ローカルにおける強みを発揮することとグローバルな規模
で活動を展開する強みを両立することは難しいとされてきた（e.g., Maister, 1993）。 
しかし、1990 年代半ば以降、急速に ICT が進歩したことにより、従来は問題とされていた
複数の支社間による国境横断的な協働、知識移転、知識共有の課題の多くが解消されることと
なった。今日では、最も先進的なナレッジマネジメントを導入している成功事例として度々取
り上げられるようになっている。加えて、近年では、ICT の進歩がそのビジネスモデルの進化
も促進している。例えば、ビッグデータ・マイニングを活用したコンサルティング・サービス
（例：IBM）など、知識を収益化するための先端的なビジネスモデルの多くが、知識集約型企
業から生み出されるようになった。しかし、このような実社会における注目かつ経済活動にお
けるその比重の高まりとは裏腹に、実務・学術、両観点からの考察は国内・国外いずれにおい
ても未だ不十分である。ましてやグローバル企業として知識集約型企業を捉えている先行研究
は皆無に等しい。従って、本研究は、日本だけでなく世界レベルで見ても当該研究分野の最先
端の研究として位置づけることができる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、知識集約型企業のグローバル化の現状と課題について、戦略と国際人的資
源管理の整合性の観点から考察を行うことにある。｢知識集約型企業｣(Knowledge-Intensive 
Firms)とは、｢高度に洗練された知識を用いたサービスや製品を提供している企業｣(Alvesson, 
2004, p.17)であり、具体的には、各種コンサルティング・サービス、広告、会計、法律といっ
た主としてプロフェッショナル・サービスを提供している企業が含まれる。本研究の狙いは、
日本及び外資系の知識集約型企業を対象に、量的調査・質的調査を組み合わせることにより、
どの程度グローバル化が進んでいるのか、その課題は何かという点について、理論的、実 
証的な考察を展開することにある。特に、戦略と国際人的資源管理の整合性という観点から、
特定のグローバル戦略、ビジネスモデルを実現するための成功要因について明らかにすること
を目指す。 
 
３．研究の方法 
先行研究が乏しいこともあり、研究の志向性としては、理論構築型の研究に位置づけられる。
そのため、リサーチデザインとして、トライアンギュレーションを重視し、量的調査と質的調
査を組み合わせた方法論を採用する。研究期間は、3年間を想定し、研究初年度（平成 27年度）
は、研究代表者・分担者のこれまでの研究成果の蓄積を土台に、探索的なパイロット調査とし
てアンケート調査及びその補完調査としてのインタビュー調査を実施する。次年度（平成 28
年度）は、初年度のアンケート調査の回答企業に対し、仮説検証型の半構造化インタビュー及
びインテンシブインタビューを実施する。最終年度は、次年度の成果を踏まえ、仮説モデルの
修正を行い、アンケート調査による仮説モデルの検証、理論化を目指す。 
 
※上記の研究方法については、当初の計画のものである。しかしながら、研究代表者の体調不
良により、当初の計画通りに研究を進めることが困難であったため、質的調査を中心とした研
究計画へと変更している。 
 
４．研究成果 
研究成果は、大きく次の 2点に集約できる（図表-1）。第 1に、知識集約型企業のグローバル
戦略とは、ローカル市場での競争優位性を担保しつつも、グローバルな規模でそれらの競争優
位を活用できるビジネスモデルを構築することである。第 2に、ローカルかつグローバルな競
争優位性を持つビジネスモデルを実行するためには、競争優位の源泉たる「知識」の移転・共
有を支えるための「仕組み」が必要であり、その仕組みとして国際人的資源管理が非常に重要
な役割を果たしていることである。 
先行研究で指摘されているように、知識集約型企業の競争優位性は、基本的にはローカル市
場における競争優位性を基盤としている。とりわけ、経営コンサルティング・サービスに代表
されるプロフェッショナル・サービスを提供しようとする場合、クライアントによって抱えて
いる問題、課題はそれぞれ異なっており、同じ解決方法がそのまま適用できるとは限らない（比
較：ファーストフードにおけるグローバルに標準化されたサービスとの違い）。しかしながら、
問題解決に用いる方法、分析フレームワークの使い方や手順といったものは、制限はあるがグ
ローバルな規模で活用できるものもある。もっと言えば、カタリナ・マーケティングのように、
ビッグデータ・マイニングを競争優位の源泉とするようなコンサルティング企業においては、



ローカルでの強み（ローカルでの分析事例、収集できるポスデータの量）がグローバルでの強
み（ローカルでの分析事例の総和、グローバル全体でのデータ量そのものが競争優位につなが
る）と直接的につながっている企業もある（西井, 2013）。すなわち、競争優位の源泉となる「知
識」（野中郁次郎の定義における形式知、暗黙知）をローカルかつグローバルに活用できるビジ
ネスモデル自体を構築することがグローバル戦略の要諦となる。 
一方、ビジネスモデルを実際に実行するためには、競争優位の源泉たる「知識」をローカル
での拠点内、拠点間はもちろん、グローバルな規模での拠点間での知識移転・共有・創造を促
進するための仕組みが必要になる。それが、ナレッジマネジメント（暗黙知の移転・共有；形
式知の移転・共有、サービスを創造するための手順の明示化）、各種マニュアル（手順、顧客と
の接触の仕方等についてのマニュアル化）であり、国際人的資源管理の役割（制度、プラクテ
ィス等により、知識移転・共有・創造を担保）である。 
 
図表-1 知識集約型企業におけるグローバル戦略と国際人的資源管理の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：筆者作成。 
 
 
事例：アサツーディ・ケイ 
日本を代表する広告会社であるアサツーディ・ケイの中国市場での成功は、日本での広告キャ
ンペーンでの知識を中国にいかに円滑に移転し、現地の事情のあわせた知識を再創造できるか
にかかっていた（図表-2）。 
 

図表-2 TSUBAKI の事例における知識移転プロセス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：西井（2019）より、筆者作成。 



 
 
事例：ケンブリッジ・テクノロジー・パートナーズ（CTP） 
コンサルティング企業の CTP の強みは、「ファシリテーション」を土台としたコンサルティング
方法論にあり、それを実施するために人的資源管理（制度、プラクティス等）が知識創造のプ
ロセス（SECI モデル）と密接に関わり合っている（図表-3）。 
 

図表-3 CTP における知識創造システム（SECI モデル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：Kasahara（2019）より筆者作成。 
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